
１． は じ め に

（社）日本アイソトープ協会等が主催する放射

線従事者のための教育訓練に筆者は２年続けて

講師として参加させて頂いた１），２）。本報は，そ

の講演内容をまとめ，資料として投稿するもの

である。

放射線利用分野の経済規模＊１は，どちらか

というと定性的な技術論に偏りがちな放射線利

用分野において，それが持つ本質的な価値を定

量的に求めようとしたものである。この経済規

模調査は時として思いがけない波及効果を与え

てくれる。すなわち，放射線利用の費用対効果

（Cost Benefit Effect；CBE）は，投資効果と市

場創出効果（Market Creation Effect；MCE）

により

CBE＝MCE/投資効果 （１）

というように表わされるが，この分子の値を決

めるには経済規模調査が必須となる３）。

わが国で初めて放射線利用の経済規模，及び

それに基づく原発と放射線利用の費用対効果が

公表されたのは，平成１１年（１９９９）の科学技

術庁委託調査が契機となっている４）。これは，

昭和３８年（１９６３）に原研高崎研が設置されて

以来３７年目にして初めてわかったというUn-

told story である。科技庁の調査結果に関わる

概要は，本誌「総説」として投稿された５）。平

成１９年（２００７）になって，内閣府・原子力委

員会による委託調査が行われ，その結果の一部

は原子力白書等によって広く公開された６）。筆

者が以下に報告する内容は，それら２回に亘っ

て実施された委託調査の結果に基づいている。

オリジナルの調査結果は膨大なため，本報では

放射線従事者の皆様が興味を持つと思われる幾

つかの分野に話題を絞らせて戴いている。

２． 調査の範囲と目的

２・１ 調査の範囲

本報では，放射線利用と原子力エネルギー利

用（原子力発電）を二本柱とし，それを合わせ

たものを原子力利用と定義した。放射線利用は

多くの場合工業利用，農業利用及び医学・医療

利用に分けられる。この区分は大まか過ぎて実

際の経済活動がわかりづらいので，更に細分化

する。すなわち，工業利用は，
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資 料

わが国の放射線利用分野の経済規模について

＊１Economic scale of utilization of radiation.
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照射設備，

放射線計測機器，

非破壊検査，

放射線滅菌，

高分子加工，

半導体加工，

といった６分野に，

農業利用は

照射利用（食品照射，害虫駆除，滅菌），

突然変異育種，

RI 利用・放射能分析，

といった３分野に，

医学・医療利用は

保険内（医科・歯科），

自由診療，

の２分野に，それぞれ分けた＊２。この１１分野

の経済規模を捕捉するため，国内２６人の専門

家に協力を仰いだ。

経済規模調査は，公開された統計資料を多用

するが，それらの多くは年ではなくて年度表示

なので，データは基本的には年度となる。問題

なのは，統計資料が必ずタイムラグを伴

うことである。対象分野の統計資料を同

じ切り口（年度）で評価するには，少な

くとも調査年度の２年前に遡らなければ

ならない。したがって，調査を平成１９

年度に実施した場合，得られる放射線利

用の最新情報は平成１７年度のものとな

る。以後の記述では，断りなしに平成

１７年度のデータを中心に記述し，必要

があれば，平成９年度データを補足した。

読者は古いと考えられるかも知れないが，

わが国に関する最新データは現在までの

ところこれしかない。

２・２ 調査の目的

スポンサーである内閣府（原子力委員会）は

政策実施者としての立場から，調査結果を放射

線利用の最近動向として捉らえ，原子力長期計

画（政策大綱）の策定，原子力白書等に使う目

的で調査を実施した＊３。

３． 調 査 結 果

３・１ わが国における原子力利用

昔から「放射線利用と原子力エネルギー利用

は車の両輪の如く発展している」と多くの文献

に引用されて来たが，本当であろうか？ 図１

は，わが国における原子力利用の経済規模であ

る。これを見るとその言い伝えはどうやら本当

のようだ。放射線利用４兆１１１７億円（４６％）

に対して，原子力エネルギー利用は４兆７４１０

億円（５４％）で，少々いびつであるが概ね両輪

の形状は保たれている。平成９年度では，放射

線利用３兆７３４６億円（３９％）に対して原子力

エネルギー利用は５兆７９１３億円（６１％）であ

り，後者が大きかった。原子力利用の経済規模

図１ わが国における放射線利用（工業＋農業＋医学・医療）

と原子力発電（電力需要端＋機器輸出）の経済規模：平

成１７年度（左上）と平成９年度（右下）

＊２別の柱の一本である原子力エネルギー利用（原子

力発電）は，国内電気売上と原発関連機器の輸出

分でまとめる。しかし，本報では詳細な記述は省

略した。

＊３日本原子力研究所（以下，原研）としては，得ら

れた結果に対して理論的考察を深め，原子力発電

（原発）と放射線利用に関わる原研費用対効果試

算等に転用した。
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は８兆８５２７億円であり，対国内総生産（Gross

Domestic Product，GDP）比で１．８％である。

３・２ わが国における放射線利用

さて，放射線利用を分野別に鳥瞰すると，ど

のような分布が得られるのであろうか。図２が

その結果である。放射線利用約４兆円の内訳は，

工業利用５６％，

農業利用７％，

医学・医療利用３７％

である。この割合は，平成９年度のものとあま

り変わらないが，総額では約３．７兆円から約

４．１兆円に増加している。すなわち，細部では

費目に浮き沈みがあるものの全体としては，依

然として活動が上向いている。

３・３ 放射線利用におけるRI 装備機器に対

する考え方

放射線業務従事者の方々は，「RI を語らずし

て放射線利用を語ることなかれ」とお思いであ

ろう。筆者も賛成である。A．E．ウォルターが，

その著書で強調しているように，現代生活で放

射線利用しない製品はほとんどありえない７）。

ところが以下で説明するように，放射線利用の

経済規模となると，このRI の存在が何とも調

査を難しくしている。

３・３・１ RI 利用で生じる付加価値

筆者らが行った放射線利用の経済規模

調査は，単年度における放射線利用製品

の工場出荷額の捕捉が根底にあって，ヒ

アリングや統計資料を駆使しての実体経

済規模の全容を知ろうとする。この手法

は，実際の所，放射線利用の恩恵（Bene-

fit），すなわち付加価値は上手く説明で

きない。

恩恵を上手く説明する手法として「あ

る・なし」法がある。放射線を利用した

製品価格と，放射線を利用しないで製造

した同一機能を持つ製品の価格を直接比

較する方法である。ところが，実経済に

おいては，弱いものすなわち製品価格の高いも

のは市場から駆逐されてしまっているので，「あ

る・なし」法で比較しようにもデータがない。

つまり，この手法で経済規模を追跡しようと思

うと必ず失敗する。

筆者が持つ「ある・なし」法調査成功例を図

３に示す＊４。これは，RI 機器（１４７Pm，８５Kr）に

よる β －・γ 線透過減衰を利用した製紙工業に
おけるB/M計（秤量/水分計測器）の利用例

である。「ある・なし」で比較したRI 機器の

放射線利用付加価値は１．４億円/年・台であっ

た。パルプ原料の節約（３０％），蒸気節減（１３

％），生産量増大（５１％）及び操業効率改善（６

％）がその内訳である。

図４は，放射線厚さ計（１４７Pm，８５Kr，９０Sr）

を使ったわが国の製紙工業における紙類の生産

総額であり，筆者らが統計データから求めた。

これによれば，総額は１．７兆円あり，コート紙

（２８％），新聞巻取紙（２４％），段ボール原料（２４

％），クラフト紙（１５％），ティッシュペーパー

（７％），上質紙（２％）がその内訳である。読者

は，この１．７兆円（RI 利用しないものも合わ

せると国内総額は３．２兆円）をRI 厚さ計の製

図２ 放射線利用分野（工業，農業，医学・医療）の経済規模：

平成１７年度（左上）と平成９年度（右下）

＊４（有）応用量子計測研究所長富永洋氏と横河電機の

協力による成果（平成１２年）。
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紙工業における経済規模として計上できるであ

ろうか。筆者は不可能と判断した。何故なら，

紙という工業製品（１．７兆円）に対するRI 厚

さ計の寄与率（価値の付加率）が算出できない

のである。RI という魔法の水一滴を振りかけ

ると製品の付加価値は大きく膨らむが，魔法の

水一滴の価値を問われるとわからないのである。

しかも，魔法の水は１年で枯れることはなく，

その寿命（カタログ寿命）は１５年も続く。

RI 装備機器は，製紙工業，鉄鋼業，航空機

産業，石油産業，建設業等で網羅的に使用され

ているが，寄与率を含めた経済規模が算出でき

ない。勿論，RI 計測機器自身には

値段があるが，これは経済規模調査

が対象とする製品価格ではない。

この困難な問題を幾らかでも解決

する打開策として筆者らが考えたの

は，放射線利用製品のうち放射線利

用部分が識別可能な製品に対しては，

その放射線利用部分の割合を寄与率

に置き換えるというものである。こ

の考え方で寄与率が算出できたのは，自動車の

ラジアルタイヤと半導体である。両者はいずれ

も工業利用に含まれ，その経済規模は当初５兆

円及び１兆円と大きかった。寄与率適用で，ど

のように減額されたのかをラジアルタイヤの例

で見よう。

３・３・２ ラジアルタイヤの工場出荷額

図５に示すように，ラジアルタイヤは製造ラ

インの初期段階で，カーカスプライとインナー

ライナーの部分に電子加速器で照射される。そ

の箇所だけが放射線利用されるだけなので，当

該部分のゴム価格を次のように求めた。

図４ 放射線厚さ計を利用した紙類の生産（平成９年度）

図３ 放射線利用で生じる付加価値：製紙工業における秤量/水分（B/M）計測器
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ラジアルタイヤの照射部分ゴム価格

＝ゴム量×（カーカスプライとインナーラ

イナーの重量割合）×（天然ゴム使用割合

×単価＋合成ゴム使用割合×単価）/（天

然ゴム使用割合＋合成ゴム使用割合）×

ラジアル化率 （２）

乗用車のゴム価格は

３４２９９２t×１０００kg/t×（１１．８/１００＋１２．４/

１００）×（２５８円/kg×１４/１００＋２８７円/kg×

２７／１００）／（１４/１００＋２７/１００）×０．９６５＝２２４

億円 （３）

となる。同様に，小型トラックでは６２億円，

トラック・バスで９１億円と求められる。これ

らの足し合わせによるラジアルタイヤ工場出荷

額は３３７億円である。ゴム製品統計年報よりタ

イヤ総売上額は１０３４６億円なので，放射線寄

与率は

３３７÷１０３４６×１００＝３．３％

となる。

平成９年度調査では（２）式ではなく，ラジア

ルタイヤ工場出荷額として，

タイヤ総売り上げ×ラジアル化率（全タイヤ

製品に対するラジアルタイヤの製品割合）

＝１０３４６億円×０．９６５＝９９８３億円 （４）

のように算出していた。当時はこのやり方しか

思い浮かばなかったのでそうしていたが，額が

あまりに大きすぎるという多くのクレームが原

子力委員会等から出された。平成１７年度デー

タについては（４）式を（２）式に変更して用いた。

ラジアルタイヤと同じ考え方が半導体にも適用

され，大きな減額となった＊５。

３・３・３ RI 装備機器使用製品

ラジアルタイヤと半導体には放射線利用率が

適用された。一方，RI 装備機器使用製品，す

なわち紙，プラスチック，鉄鋼板，航空機，タ

バコ，高速道路等は，放射線利用として非接触

の透過原理が使われたりしているため，放射線

利用率が適用できなかった。そのため，国内に

ある２９９の放射線利用事業所にアンケートを実

施し，この結果から国内２０００事業所といわれ

ている放射線利用事業所の実態を推定した（結

果は３・４・２を参照）。

３・３・４ 原発を使った電気

原子力エネルギー利用の経済規模は単純明快

である。すなわち，中性子で照射した燃料棒の

発熱（核分裂）によって蒸気が発生し，それが

タービンを回すことで電気が生まれる。したが

って原子力エネルギー利用で発生した電気は，

放射線利用率１００％と言っても言い過ぎではな

い。このように単純なものに対して，利用率が

明らかでないRI 整備機器利用製品の工場出荷

額を持ち込んで，両者の経済規模比較をしよう

とすると，エネルギー利用側から比較のための

土俵が同じではないという批判を受けることに

なる。この批判は正しい。

３・４ 放射線工業利用の経済規模

３・４・１ 放射線工業利用の経済規模

図６は，放射線工業利用の経済規模を代表６

分野について示したものである。全体２兆３４９２

億円に対して，半導体加工（６０％），照射設備

（２０％），放射線滅菌（７％），非破壊検査（５％），

放射線計測機器等（４％），高分子加工（４％）

となる。この総額は，平成９年度の２兆１１３９

図５ ラジアルタイヤに対する放射線寄与率の算定

＊５半導体に関する放射線寄与率は２５％である。
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億円よりも約１割増加している。平成９年度の

データには，参考として，四つの異なる総額が

示されている。評価値は算出したそのままの値，

再評価値は平成１７年度調査の結果を受けて一

度見直した値，寄与率適用値はラジアルタイヤ

と半導体に寄与率を適用した後の値，そしてデ

フレータ値とは平成１２年度を基準としたデフ

レータ補正値を用いて，平成１７年度と経済学

的に対等な比較が行えるよう工夫した値である。

表１は照射設備に関する詳細である。工業利

用における照射設備はコバルト施設，電子加速

器及びイオン加速器の三つである。平成９年度

調査では医学・医療利用における機器を工業利

用で取り扱った経緯があり，今回もそれになら

った。ここでは，平成９年度と平成１７年度の

直接比較が可能なように，デフレータ補正値が

用いられている。最近では，診断用X線装置

等医学・医療分野での照射設備に関わる経済規

模が飛躍的に大きく（４３５８億円），工業利用（３９８

億円）の約１１倍もある。

図７は放射線滅菌分野の経済規模であり，電

表１ 工業利用分野と医学・医療利用分野における

照射設備（平成９年度，平成１７年度）

図６ 放射線工業利用の経済規模（左：平成１７年度，右：平成９年度）

図７ 放射線滅菌（上：平成１７年度，下：平成９年度）
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子線及び γ 線利用である。この滅菌分野の総
額は３７６０億円であり，酸化エチレンガス（４７％），

γ 線（３７％），電子線（８％），高圧蒸気（８％）
が内訳である。電子線と γ 線による放射線滅
菌は平成９年度が６３％，一方平成１７年度は４５

％と下降した。これは，高付加価値のある製品

を放射線ではなく酸化エチレンで滅菌するとい

う戦略転換があったり，海外への工場移転があ

ったりしたことが原因である。図８に示すよう

に，使い捨て医療用具には，放射線利用率が非

常に高いものが多数ある。

表２は高分子加工に関する経済規模である。

筆者が駐在する原子力機構高崎量子応用研究所

は，創立当初からこの分野での研究が多かった。

高付加価値で利潤が見込めるラジアルタイヤや

電線等は民間に拠点が移り，現在は１億円に満

たない新規の分野で研究開発が推進されている。

３・４・２ 放射線事業所へのアンケート

原子力発電所は約１２万人の従業員を抱えて

いる。それでは，わが国の放射線業務従事者は

一体どの位居るのであろうか。

日本アイソトープ協会が取り扱う統計データ

によれば，放射線利用事業所は全国で約２３５０

（平成１８年度），そのうち民間事業所数は約

２０００であるとされている。筆者らが民間２９９

社にアンケート調査したところ＊６，

平成１７年度における全従業員数と

放射線業務従事者数は，それぞれ

５７３４０人と２８２５人であった。これに基づいて

線形的に推定した国内総数は

２０００社×２８２５人/２９９社＝約１万９千人

（５）

である。わが国では約２万人が放射線業務従事

者として働いていると推定する。

図９は，雇用状況に関する調査結果である。

アンケート回答会社の中で３００人を越えるよう

な放射線業務従事者を抱える会社はなく，約

２００～２５０人が最大数であった。この放射線業

務従事者数というのは，大会社の中の一部分で

ある場合と，中小企業の会社全体である場合と

が混在した。８４社に所属する２８２５人（平均従

事率１２％）が今回アンケートに回答した実数

である。

図１０は，非破壊検査，放射線加工，RI 放射

線応用測定機器，放射線防護用設備機器，放射

線発生装置という分類で放射線業務従事者数あ

たりの売上を示す。年間売り上げ数億の企業が

ほとんどである。傾向的に平成９年度に比べ平

成１７年度の売上が増えているのがわかる。中

図８ 使い捨て医療用具の経済規模と放射線利用率

表２ 放射線を利用した高分子

加工とその経済規模

＊６平成９年度，平成１７年度と２回に亘って全く同

じ質問内容を持ったアンケートを実施した。
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小企業でも，飛びぬけて売上の高い企業も存在

する。１０社（日本原電（株）も含む）で営業を

行う電力会社とはその様相が大いに異なるのが

わかる。

３・５ 放射線農業利用の経済規模

図１１は，放射線農業利用の経済規模を代表

的な分野について示したものである。全体２８５１

億円に対して，イネ（８９％），放射能分析（５％），

害虫駆除（２％），殺菌（１％），その他（３％）

等が内訳である。放射線農業利用はイネによる

突然変異育種が全てといっても過言ではない。

総額的には，平成９年度の３０１９億円に比較し

て約６％減少した。

３・５・１ 突然変異育種―青森編

筆者は，平成２０年（２００８）２月に，青森県

五所川原市にある「五所川原はつらつ虹の会」

に招かれて放射線利用の話をさせて頂いた。こ

の時，折角だからと青森県と関係のある突然変

異育種を事前に勉強した。

表３は，放射線を使って直接作られた品目に

関する国内全数と青森県由来数（左側），及び

突然変異として誘発した特性の優れた遺伝子を

交配育種に利用した間接利用品目の全数と青森

県由来数（右側）である。青森県における直接

利用には，キク，ダイズ，イネがあり，間接利

用はイネ２７品目のみである。表４は，間接利

用青森県由来イネの２７品目の一部を示した。

図９ ８４企業体における放射線業務従事者数：２８５２人

図１０ 放射線業務従事者数と放射線関連機器の売上高（平成９年

度と平成１７年度を同時プロット）
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その中に青森県農業試験場で交配された「つが

るロマン」と「ゆめあかり」がある。読者が青

森市ホームページ農林業情報を開けば，図１２

のように，五所川原市で栽培されている主要米

が紹介されていることに気づくであろう。なん

と二つとも突然変異育種の間接利用米である。

更に言うと，筆者が当日宿泊した宿では「つが

るロマン」が夕食に出され，何故か理由無く

感動した覚えがある。放射線による恩恵は，

食に結びつくと感動が倍増するらしい。

３・５・２ 食品照射―世界編

食品照射というと毛嫌いする方も居るらし

い。筆者に言わせて戴けば，例えば照射馬鈴

薯は衛生的だし，実際に食べてみると美味し

い。できれば士幌農協から毎日でも購入した

いと思っているが，その量８０００トン（１３億

円）は全国馬鈴薯総量の２％にも満たない。

とても十分な供給量とはいえない。せめて放

射線利用の専門家には特別配給して戴けない

かと思っている。

農業利用の専門家によれば，照射食品の処理

量総量は世界で約４０万トンだそうである。こ

の数値は専門家であれば大方が知っている数値

ということである。とても信じられない話であ

るが，その４０万トンをお金に換算すると幾ら

になるのか，長い間専門家でもわからなかった

らしい。表５に示すとおり，それは１兆６１３７

億円であることが今回の調査で初めてわかった。

現地に行かないと商品価格がわからないこと，

対象国の貨幣価値が全部違っていて一律に揃え

るのが難しいことなど，調査は難しかった。同

じコカコーラでも，中国の１０元コーラと日本

の１１０円コーラをどのように正確に足し算する

のか，確かに聞いてみると難しい。この辺りの

苦労話は既に久米民和氏が Isotope News 誌に

報告しているので詳細は省略する８）。

図１１ 放射線農業利用の経済規模

表３ 突然変異育種―青森編

表４ 青森県の突然変異育種によるコメの間接利用品種（２７品種中の８品種）
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筆者にとってなにより残念なのは，世界の多

くの開発途上国に，この技術が行き渡っていな

いことである。かの国こそ，食料の長期保存（食

品照射による腐敗防止）等で食品照射の技術が

是非とも必要なのではなかろうか。一方の先進

国フランスでは，トリ肉，カエル脚，香辛料を

照射して美味しいフランス料理に供している。

米国ではトリ肉や果実に照射して病気による死

亡率を下げ，トロピカルフルーツの美味しいも

のをそのまま本国でも味わっている。わが国で

も，馬鈴薯だけでなくせめて香辛料，トリ肉と

果実位は自前照射し，世界の食品照射大国に仲

間入りしたいものである。

３・６ 放射線医学・医療利用の経済規模

医学・医療に関する放射線利用経済規模は，

工業や農業のようにはいかない。その状況は

RI 機器によく似ていて，放射線によって恩

恵を受けたヒトの価値（経済規模とは言いに

くいのでここでは価値）が算定できない。RI

検査での病巣発見，CT等の画像診断機器を

使ったガン発見，放射線治療でのガン除去等

色々医療行為は存在するが，恩恵を受けたヒ

トの存在と経済規模は結びつけようが無い。

そこで，放射線を使った検査，診断，治療の

結果，病院が得た収入（保険診療報酬額）で

評価した。

保険診療報酬額

＝（医療点）×１０円/点×１２か月×

〈１．４６～１．７７〉×０．０４DPC （６）

ここに，医療点は厚生労働省が発行する社会医

療診療行為別調査から得た点数，そのデータは

１か月分しかないので１２倍して年度換算する。

〈１．４６～１．７７〉は社会医療診療行為別調査デー

タが国全体の医療費に対して６割程度の把握率

しかないという経験則に基づく補正値である。

DPC＊７は，診断群分離による包括評価と呼ば

れ，［検査，画像診断，投薬，注射，措置，入

図１２ 青森県五所川原市で栽培されている美味しいコメ

（つがるロマンとゆめあかり）

表５ 世界の食品照射
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院］といった項目に個別ではなく，一括して保

険料を請求するという考えに基づくものであり，

０．０４DPCで放射線に関わる費用を算出する。

但し，歯科にはDPCの適用は無い。また，自

由診療は関係各位に対するヒアリングの積み重

ねで診療報酬額を求めた。

話は難しくなったが，得られた結果は至極単

純で図１３のようになる。図の右側は，平成１７

年度と平成９年度の保険診療費を円グラフで対

比させたものである（自由診療費込み）。平成

９年度の１兆２１０１億円に対して平成１７年度は

１兆５７４１億円と約３０％増加した。この著しい

増加に自由診療報酬の増加（３億円から３２５億

円）が少なからず寄与している。図の左

側は，平成１７年度保険診療報酬の内訳

で，ほとんど（９２％）は医科で，歯科は

８％である。

図１４は，医科ではどのような診療項

目に放射線が多く使われているかを示し

たもので，画像診断（１兆３６００億円）＞

放射線治療（１０００億円）＞RI 検査（０．５

億円）の順になっている。患者の皆様が

病院でよく使われるMRI 検査（１９００億

円）は磁気による検査であって，筆者は

放射線の範疇には含めないが，参考とし

て図に含めた＊８。画像診断が放射線治療として

は圧倒的に大きいが，更にそれを細分化すると，

CT撮影診断（７２００億円），X線単純撮影（４６００

億円）というような内訳になっている。CT撮

影による診断はわが国のお家芸である。

図１５は左上部分で，自由診療報酬の額を平

成９年度と平成１７年度に分けて示した。いず

れも最近になって著しく需要の出た診療項目で

あることを示す。この中でホウ素中性子捕捉療

法（BNCT）は原研 JRR―４や京大炉で実施さ

れているが治験扱いのため額は出していない。

図の右側部分では，ガン粒子線治療の年度別変

化を示している（筑波大での陽子線治療は治験

図１３ 放射線医学・医療利用の経済規模

図１４ 医科における放射線利用経済規模（保険診療の年度別推移）

＊７Diagnosis procedure combination の略語。

＊８米国ではMRI も放射線治療の範疇に含めること

がある。
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扱いだったので省略）。急激な右肩上がりで患

者数が増え，それに伴って診療報酬費も増加し

ている。

４． お わ り に

放射線利用は，有形無形の形で国民の福祉や

生活の質の向上のために使われている。それが

与える恩恵をできるだけわかりやすい形で国民

に理解してもらうため，放射線利用の経済規模

調査を行った。その結果，工業，農業，医学・

医療を合わせた放射線利用分野の経済規模は４

兆１１１７億円であることが判明した。一方，エ

ネルギー利用は電気の供給という形をとって国

民の生活基盤の構築に使われる。その経済規模

は４兆７４１０億円であることが判明した。原子

力利用の経済規模（両者の合計）は８兆８５２７

億円となり，わかりやすく対GDP比で示すと

１．８％（平成１７年度）となる。
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Abstract

Economic Scale of Utilization of Radiation in Japan

Kazuaki YANAGISAWA：Policy Planning and Admini-

stration Department, Japan Atomic Energy Agency,

1233 Watanuki-machi, Takasaki-shi, Gunma Pref. 370-

1292, Japan

The economic scale of the application of radiation was

37 308 million dollars（M$）, where the share was 56%

for the industry, 7% for the agriculture and 37% for the

medicine. The economic scale of the nuclear energy gener-

ated by 54 nuclear power plants was 43 018 M$. The

share of the application of radiation was 46% and that of

the nuclear energy was 54%. The total economic scale

was 80 300 M$ or 1.8% of the GDP in 2005.
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